
１　対象地区の現状

２　対象地区の課題

４　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針

市町村名

伊予市

作成年月日

令和3年3月29日

対象地区名（地区内集落名）

上吾川地区（松本、白水、六反、十合、市ノ坪、向井原、布部）

実質化された人・農地プラン

ⅰ　うち後継者未定の農業者の耕作面積の合計

ⅱ　うち後継者について不明の農業者の耕作面積の合計

－

－

（備考）

１０４ｈａ

－

６ｈａ

①地区内の耕地面積

②アンケート調査等に回答した地区内の農地所有者又は耕作者の耕作面積の合計

④地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計

③地区内における75才以上の農業者の耕作面積の合計 ３５ｈａ

直近の更新年月日

－

地域住民、土地持ち非農家を含めた農地保全の体制づくりを進め、中心経営体への農地の利用集積に伴う管理
作業や、高齢農家の農用地に係る管理作業を「上吾川の農業を考える連絡協議会」、「上吾川地域資源保全推進
会」、「上吾川耕作放棄地管理団体」が連携して取り組む。

新規就農を促進し、地域の後継者として育成する。上吾川の農業について考えるとともに、農地の貸し手と借り手
を調整するため連絡協議会を設立し、集落営農などの組織化も視野に入れ、地域全体で話し合いを進めていく。

現在営農している農地を遊休農用地化しないように努める。営農が出来なくなった土地は景観作物（コスモス等）
の植栽等で地域のコミュニティの場としたり、非農家も交えて、もち米を作ったり、野菜の即売会等で収穫祭を楽し
むなど、資源を活用しつつ、農地の姿を保全する。

水路、農道、ため池についての保全は、総代会が中心となり毎年５月に機能診断を実施し、
有効性、緊急性等を考慮しながら、計画的に保全管理を行う。

ドローンなどのスマート農業による省力化を推進する。また、オペレーターには非農家の若者を活用し、農家と非
農家の連携による共同作業を促進する。

地区外の地権者等が管理が困難なために発生した耕作放棄地対策のために「上吾川耕作放棄地管理団体」を設
立し、農地の維持管理に努める。

３  対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

地域の担い手農家の継続維持及び他地域からの担い手の参入促進に努め、上吾川地区人・農地プランに参加し
た担い手農家への集積に努める。
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